
（単位 ： 円）

場所・物量等 使用目的等 金　額

（流動資産） 現金預金

　　現金 手元保管 運転資金 0

　　普通預金 三菱東京UFJ銀行東京営業部 運転資金 4,730,980

三菱東京UFJ銀行江戸川橋支店 運転資金 5,013

前渡金 0

4,735,993

（固定資産）
基本財産 定期預金 三菱東京UFJ銀行東京営業部 共有財産であり、下記の通り按分

している。
85%は公益目的保有財産として公
益目的事業に使用している。
15%は公益目的事業に必要な法人
管理活動の用に供する財産とし
て、管理業務に使用している、

1,162,236

投資有価証券 国  債 同上 699,256,758

神奈川県公債 同上 99,843,814

大阪府公債 同上 155,000,000

兵庫県公債 同上 100,000,000

基本財産合計 1,055,262,808

（特定資産） 0

特定資産合計 0
（その他固定資産） 什器 研究事業用ﾊﾟｿｺﾝ４台 公益目的保有財産であり、公益目

的事業に使用している。
462,548

その他固定資産合計 462,548

1,055,725,356

897,435,935

158,289,421

1,060,461,349

（流動負債） 未払金 カード使用分 4,408

4,408

0

0

4,408

1,060,456,941   正味財産

財　産　目　録
平成２６年３月３１日現在

貸借対照表科目

流動資産合計　

固定資産合計

うち公益目的保有財産

うち管理目的の財源として使用する財産

   資産合計

流動負債合計　

（固定負債）

固定負債合計　

   負債合計



附属明細書

１．基本財産及び特定資産の明細は、財務諸表に対する注記に
    記載している。

２．引当金の計上は行っていない。



（単位：円）

科　　目 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高
基本財産
    定期預金 1,162,236 0 0 1,162,236
    投資有価証券 1,054,100,572 0 0 1,054,100,572

小    計 1,055,262,808 0 0 1,055,262,808
特定資産 0 0 0 0

合　　計 1,055,262,808 0 0 1,055,262,808

３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳
（単位：円）

基本財産
    定期預金 1,162,236 （1,162,236） （0） （0）
    投資有価証券 1,054,100,572 （1,054,100,572） （0） （0）

小    計 1,055,262,808 （1,055,262,808） （0） （0）
特定資産 0 （0） （0） （0）

合　　計 1,055,262,808 （1,055,262,808） （0） （0）

（単位：円）

科　　目 取得価格 減価償却累計額 当期末残高
什器　（ﾃﾞｽｸﾄｯﾌﾟﾊﾟｿｺﾝ） 373,954 336,560 37,394
什器　（ﾉｰﾄﾊﾟｿｺﾝ） 361,800 325,620 36,180
什器　（ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ） 529,252 476,327 52,925
什器　（ﾜｰｸｽﾃｰｼｮﾝ） 493,283 157,234 336,049

合　　計 1,758,289 1,295,741 462,548

A B B-A （単位：円）

科　　目 帳簿価額 期末時価 評価損益
 神奈川県公債 99,843,814 100,110,000 266,186
大阪府公債 155,000,000 155,356,500 356,500
兵庫県公債 100,000,000 103,030,000 3,030,000
１０年国債 99,903,969 102,440,000 2,536,031
１０年国債 199,818,020 205,960,000 6,141,980
２０年国債 196,639,070 207,600,000 10,960,930
２０年国債 101,821,245 109,151,100 7,329,855
１０年国債 101,074,454 104,960,000 3,885,546
合　　計 1,054,100,572 1,088,607,600 34,507,028

以　上

　　　　什器･･･定額法により行っている。

財務諸表に対する注記

１．重要な会計方針
　（1）有価証券の評価基準および評価方法
　　　　満期保有目的の債券･･･従来償却減価法を適用していたが、取得価額と債権金額と
　　　　　　　　　　　　　　 の差額について重要性が乏しいため、平成24年度より償却
　　　　　　　　　　　　　　 減価法の適用を取りやめている。

　（2）固定資産の減価償却の方法

４．固定資産の取得価格、減価償却累計額および当期末残高

５．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価格、時価および評価損益

　（3）引当金の計上基準
　　　　引当金の計上は行っていない。
　（4）消費税の会計処理
　　　　消費税の会計処理は税込方式により行っている。

２．基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

科　　目 当期末残高
（うち指定正味財
産からの充当額）

（うち一般正味財
産からの充当額）

（うち負債に対
応する額）


